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美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」の指定管理者募集要項 

 

 

１．目 的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、美浜町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例（平成１７年美浜町条例第３号）及び美浜町健康楽膳拠点施設の設置及び管理に関する条例（平成

３０年美浜町条例第１８号）に基づき、美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」の管理運営に関する業務

（以下「管理運営業務」という。）を行わせるため、次のとおり指定管理者を公募する。 

 

２．施設の概要 

（１）名称 

美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」（以下「施設」という。） 

（２）所在地 

三方郡美浜町久々子第３４号２番地１ 

（３）施設の目的 

豊かな自然と恵まれた地域資源を活用して、楽しく膳を囲み食と運動を通して健康づくりの理解や

関心を高め、もって地域産業の振興や利用者の健康増進に寄与する。 

（４）建物の概要 

ア 木造 平屋建て 

建築面積  ５００㎡ 

延床面積  ４９７㎡ 

イ 施設の内容 

レストラン・厨房、直販所、多目的屋外デッキ、管理事務室・会議室・倉庫、トイレ 

（５）開館年月日 

令和元年７月２０日 

（６）施設の運営状況 

  ① 開館時間等（令和７年度） 

区分 現行 条例 

開館時間 午前９時３０分から午後５時まで 午前９時３０分から午後５時まで 

休館日 ・月曜日（その日が祝祭日の場合は、当

該休日以降の直近の休日でない日） 

・１２月２９日から翌年１月３日まで 

・月曜日（その日が祝祭日の場合は、当

該休日以降の直近の休日でない日） 

・１２月２９日から翌年１月３日まで 

  ② 利用状況 

 令和６年度 令和７年度 

延べ利用者数（人） ２６，３８５ ２７，７１１ 
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  ③ 年間の収入及び支出の状況（令和７年度） 

区分 項目 金額（千円） 

収  入 販売収入 15,130 

指定管理料 12,500 

計 27,630 

支  出 材料費 6,945 

人件費 9,493 

光熱水費 2,003 

イベント費 2,439 

リース料 941 

事務経費 4,122 

その他 1,521 

計 27,464 

 

３．申請資格 

法人その他の団体で次のいずれにも該当するもの 

① 事業計画事項を着実に遂行する能力及び施設を運営していくための能力を有している者 

② 法人等の主たる事業所の所在地を日本国内としている者 

③ 美浜町の入札参加資格者名簿に登録されていること。 

④ 団体又はその代表者が次の者に該当しないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用する場合

を含む。）の規定により美浜町における一般競争入札等の参加を制限されている者 

エ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

オ 指定管理者の指定を管理の委託契約とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、第１４２

条（同条を準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる者 

カ 美浜町における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正な価

格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

キ 次に掲げる美浜町公金を滞納している者 

（ア）軽自動車税 

（イ）固定資産税 

（ウ）町県民税 

（エ）国民健康保険税 

（オ）保育料 

（カ）住宅使用料 

（キ）介護保険料 

（ク）簡易水道使用料 

（ケ）上水道使用料 

（コ）下水道使用料 
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（サ）農業集落排水施設使用料 

（シ）下水道事業受益者負担金 

（ス）下水道事業受益者分担金 

（セ）漁業集落排水施設使用料 

ク 集団的に、又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある者 

 

４．基本的事項 

（１）開館時間及び休館日 

開館時間：午前９時３０分から午後５時００分まで 

休 館 日：毎週月曜日、年末年始 

※特に必要があると認めるときは、これを変更し、又は臨時に休館日を設けることができる。 

（２）利用の許可について 

   施設の利用の許可に関する業務を行うこととする。この場合、指定管理者は利用料金をその収入

として収受するものとする。 

    ※施設の使用の許可、利用料金の額、減免などの手続きは、美浜町健康楽膳拠点施設の設置及

び管理に関する条例及びその条例施行規則の規定に従い業務を行うとともに、疑義が生じる

場合は美浜町と十分協議すること。 

（３）秘密の保持義務等について 

指定管理者には、管理運営業務において知り得た秘密を他に漏らしてはならない等の責務が課せ

られるほか、美浜町から利用者に関する個人情報の開示の要求等があった場合には、適正に対応す

るものとする。 

（４）経理処理について 

管理運営業務に係る収支が明確に判断できる経理処理を行い、関係諸帳簿を整えることとする。 

（５）情報公開について 

美浜町から管理運営業務に関する文書等の提出の要求があった場合には、適正に対応するものと

する。 

（６）監査について 

設置者たる本町の事務を監査するのに必要があれば、美浜町監査委員は指定管理者に対して、帳

簿書類その他の記録の提出を求めることができるものとする。 

（７）環境への配慮について 

管理運営業務を行うに当たっては、次の通り環境への配慮に留意すること。 

ア 電気、水道等の使用に当たっては、極力節約に努めること。 

イ ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

ウ 清掃に使用する洗剤等は、環境に配慮したものを使用し、極力節約に努めること。 

エ 使用する商品、材料等は、極力環境に配慮したものを使用すること。 

（８）その他 

ア 関係法令（条例、規則等を含む。）の規定を遵守すること。 

イ 指定管理者は、施設の管理運営に関する業務の全部又は一部について第三者に委託（再委託）

し、又は請け負わせてはならない。ただし、管理運営業務の目的を損なわない業務については、

この限りではない。なお、再委託を行う場合は、美浜町の承認が必要となる。 
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ウ 再委託、物品の調達等を行う場合は、美浜町内の企業等の積極的な活用に努めること。 

エ 職員の雇用、再委託、物品の調達等を行う場合は、障害者の雇用促進などに努めること。 

 

５．管理運営の方針 

（１）この施設は、レストランや直販所の運営を通して、来店者等の食による健康づくりを推進すると

ともに、美浜町内の農林水産物や加工品などの販売促進及び観光交流コンテンツの造成を図るもの

であり、美浜町の施策の方向性を十分に理解して管理運営を行うこと。 

（２）この施設は、福井県園芸体験施設園芸ＬＡＢＯの丘（以下「園芸拠点」という。）を構成する建

物の一つであり、指定管理者は当該エリアの管理等について協議する枠組みである園芸体験施設管

理運営委員会に参加し、当該エリアの管理者と連携して管理運営を行うこと。 

（３）園芸拠点は、福井県園芸研究センター（美浜町久々子地係）が管理運営するものであり、園芸に

関する科学体験や調理・加工体験、工芸体験等を楽しむことができる園芸ＬＡＢＯ、様々な珍しい

トマトを栽培する展示ハウス、栽培の講習を行う実証圃や果樹園などを整備するほか、地元の野菜

を使用した料理講習等も開催している。 

指定管理者は、園芸拠点の管理者である福井県園芸研究センターと連携し、地域の住民や観光客

等の来店を促す管理運営を行うこと。ただし、令和９年度以降に、園芸拠点の大規模改修が予定さ

れていることから、園芸拠点の指定管理者決定後は、その指定管理者と連携を図った管理運営を行

うこと。 

（４）この施設のレストランで提供する食事メニューには、別添「美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」

指定管理者業務仕様書」に記載のとおり美浜町健康福祉課と連携し、健康に配慮した食事メニュー

を考案し、それを食事メニューの一つとして提供するとともに、健康に特化した独自メニュー等の

開発及び提供などにより、食事メニューの内３割以上は、施設の目的に即した健康食を提供するこ

と。 

（５）町では、令和９年度以降、園芸拠点の大規模改修と合わせた施設改修を行うことを検討している。

改修工事期間中に営業を行うにあたっては、施工会社の作業および工事車両の出入り等に支障をき

たさないよう安全確保に十分配慮すること。 

   なお、工事の進捗状況や安全上の理由、または特殊な作業の発生等により、一時的に営業の制限

を要請する場合がある。 

 

６．指定管理者が行う管理運営業務 

美浜町健康楽膳拠点施設の設置及び管理に関する条例に規定する目的達成のために必要な次の業

務を行うものとし、具体的な内容は、別添「美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」指定管理者業務仕様

書」のとおりとする。 

（１）レストランの管理運営に関する業務 

（２）直販所の管理運営に関する業務 

（３）健康情報や観光情報の発信に関する業務 

（４）観光交流コンテンツの造成に関する業務 

（５）施設の利用促進に関する業務 

（６）「こるぱ」の周知、効果的なＰＲに関する業務 

（７）施設等の維持管理に関する業務 
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（８）施設等の管理運営に関する経理業務 

（９）総合的な管理に関する業務 

（１０）自主事業に関する業務 

（１１）前各号に掲げるもののほか町長が必要と認める業務 

 

７．指定管理者による提案事業 

  施設の設置目的に沿って指定管理者の提案による事業を実施する場合は、あらかじめ書面により美

浜町と協議すること。 

 

８．指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間とする。 

（指定期間は議会の議決事項であるため、指定管理者の議決のときに、指定期間も確定する。） 

 

９．指定管理料に関する事項 

（１）指定管理料 

ア 会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎に施設の管理運営に対する対価として、予算

の範囲内で指定管理者に対し指定管理料を支払うものとする。 

イ 指定管理料は、申請者が収支計画書に記した指定管理料を基に算定することとするが、町から

支払う指定管理料に含まれる経費は以下の費目とする。 

（ア）人件費（健康セミナー企画・実施、健康食の調理・提供、情報発信、観光交流コンテンツ

の造成） 

（イ）事務費（消耗品費、通信運搬費、公租公課等） 

（ウ）事業費（広告宣伝費等） 

（エ）管理費（光熱水費、保守管理費〔施設の維持保全に係る法定点検を含む保守点検、修繕、

清掃、警備、機器リース代等〕等） 

ウ 指定期間中に町が支払う指定管理料の額は、毎年度、町の予算によって決定するものとし、町

が適正であると認める金額の範囲内で、協定に定めるところにより支払うものとする。 

エ 事業決算において、管理運営業務から得られる収入と指定管理料の合計額が施設の管理運営に

係る経費の額を下回った場合であっても指定管理料の補填は行わない。 

  オ 町が支払う指定管理料については、１，２５０万円を目安とするが、応募にあたっては、管理

運営業務に係る経費の削減や増収増益に努める計画としたうえで、物価高騰対策を踏まえた収支

計画を立て、その中で、必要により町が支払う指定管理料を提案するものとする。なお、債務負

担行為の設定に関する美浜町議会の議決を以って決定するため、応募時に提案した指定管理料の

額を保証するものではない。 

（２）指定管理料の額の変更 

指定管理料の額は、次のような特別な場合を除き変更は行わないこととする。 

  ア 町の施策として、施設に係る業務の変更、又は新たな業務の実施の必要があるとき。 

  イ 事故又は自然災害、社会情勢の大幅な変化等に対応する必要があるとき。 
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１０．指定管理者が行う管理運営業務に要する経費 

（１）管理運営業務から得られる収入 

  管理運営業務から得られる収入は、全て指定管理者の収入とすることができる。 

（２）指定管理者は、町から支払う指定管理料及び管理運営業務から得られる収入等によって、指定管 

理に要する経費を賄うこととする。 

（３）管理運営業務に係る収入及び支出については、独立の会計を設け、他の会計とは区別すること。 

（４）修繕、改修等 

施設の修繕、改造、増築、備品の修繕等に係る費用については、美浜町と指定管理者とが協議して

決定することとする。 

（５）備品等 

ア 美浜町が備え付ける備品は、指定管理者に無償で貸与する。なお、指定管理者の責任により滅

失し、又は毀損した備品の補充については、指定管理者が負担すること。この場合、当該備品は

美浜町に帰属するものとする。 

イ 当初備え付けてある備品以外の物品で指定管理者が必要とするもの、経年劣化等による備品の

更新及び事務用品等は、指定管理者の負担で美浜町の承認を得て調達すること。なお、指定管理

料により調達した物品については、美浜町に帰属するものとする。 

（６）通信費、光熱水費等 

電話、ファクス、インターネット通信費（プロバイダー料含む。）、郵便料金、消耗品、光熱水費等

の経費は、管理運営経費のうちから指定管理者が支払うものとする。 

（７）事故、火災等 

ア 施設そのものの欠陥や地震等の天災により事故、火災等が発生した場合は、当該事故等の処理

に要する費用については、美浜町の負担とする。 

イ 指定管理者の故意又は過失により、美浜町又は第三者に損害を与えた場合は、その賠償費用は、

指定管理者の負担とする。 

ウ 指定期間中の物価変動、金利変動、税制改正その他の法令改正等に伴う経費の増加等は、指定

管理者の負担とする。 

（８）税について 

指定管理者は、会社等の法人に係る町民税、事業を行う者に係る事業所税、指定管理者が設置した

償却資産に係る固定資産税等の納税義務者となる場合がある。詳しくは、会社等の法人に係る町民税

及び事業を行う者に係る事業所税及び償却資産に係る固定資産税について、それぞれに問い合わせる

こと。なお、国税については、敦賀税務署に、県税については県税事務所に問い合わせること。 

 

１１．指定管理者と町のリスク分担 

 指定期間内における主なリスクについては、以下の負担区分を基本として対応する。 

 〇印が、リスク負担者 

種類 内容 
負担者 

町 指定管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  〇 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  〇 

需要の変動 利用者の減少、需要見込みの誤りその他事由による収入の減  〇 
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税制変更 指定管理者制度に影響を及ぼす税制変更（消費税等） 〇  

指定管理者に影響を及ぼす税制変更（法人税、固定資産税等）  〇 

法令の変更 施設等の新設又は改築を要するものなど管理運営に影響を

及ぼす法令変更 

〇  

管理基準の変更を要する法令変更  〇 

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  〇 

行政的な理由によ

る事業変更 

行政的な理由から、委任業務の継続に支障が生じた場合又は

業務内容の変更若しくは業務の停止を余儀なくされた場合

の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による

増加経費 

〇  

苦情対応 施設利用者等からの苦情対応  〇 

事故対応 施設及び管理地内における事故への対応  〇 

施設・設備の修繕、

改修 

経年劣化によるもの（1件 30万円以下）  〇 

経年劣化によるもの（1件 30万円超） 〇  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できるもの  〇 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（1件 30万円以下） 

 〇 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（1件 30万円超） 

〇  

運営リスク 施設、機器等の不備又は施設管理上の瑕疵及び火災等事故に

よる臨時休館等に伴う運営リスク 

 〇 

改修、修繕、保守点検等による施設の全部又は一部の利用停

止 

 〇 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱及び

暴動その他の美浜町又は指定管理者いずれの責めにも帰す

ことのできない自然的又は人為的な現象）により発生する施

設、設備の修復による追加費用 

〇  

不可抗力により発生した指定管理者の損害、損失及び追加費

用 

 〇 

指定管理者の管理責任によらない重大な欠陥が発生した場

合 

〇  

運営費の増大 美浜町以外の要因による運営費の増大  〇 

第三者への賠償 管理業務の執行に伴い第三者に損害を与えた場合  〇 

安全性の確保、環

境の保全 

維持管理、運営における安全性の確保及び周辺環境の保全

（応急措置を含む） 

 〇 

セキュリティ 管理不備による情報漏洩、犯罪発生  〇 

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中に業務を廃

止した場合における指定管理者の撤収費用 

 〇 

許認可の取得 管理運営に必要な許認可の取得及び資格者の配置等  〇 
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（注１）変更内容の程度により対応が異なることが予想されるため、その都度協議する。 

（注２）維持管理上の瑕疵による事故に対応するため、指定管理者はリスクに応じた保険に加入するこ

と。 

（注３）その他の事項については、別に締結する協定に定めるところによる。 

 

１２．指定管理者の指定の申請 

法人等であって、指定管理者の指定を受けようとするものは、美浜町公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例（平成１７年美浜町条例第３号）及び美浜町公の施設の指定管理者の指定の手

続等に関する条例施行規則（平成１７年美浜町規則第３号）の規定により、次に掲げる書類を添えて

申請すること。 

 （１）指定管理者指定申請書【様式１】 

 （２）申請資格に係る申立書【様式２】 

（３）美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」の指定管理者管理運営に係る事業計画書 

  ①法人等の概要【様式３の１】 

   ⅰ）法人等名、代表者名、設立年月日など 

   ⅱ）法人等の概要、経歴・実績及び資本金等 

   ⅲ）代表者及び支配人（責任者）等の履歴書、役員構成・氏名及び従業員数 

   ⅳ）「こるぱ」に配置する調理師など有資格者の状況 

②応募動機に関すること【様式３の２】 

ⅰ）今回の公募に応募した動機 

ⅱ）管理運営業務を行う意欲 

③施設の管理運営計画に関すること【様式３の３】 

ⅰ）指定期間における基本的な方針 

ⅱ）指定期間における具体的な管理運営方法 

ⅲ）指定期間における人員配置、職員の研修・教育計画 

   ④サービスの提供に関すること【様式３の４】 

    ⅰ）サービスの提供に関する基本的な考え方（経費削減との関係も含む。） 

ⅱ）サ－ビス向上面での具体策の要点 

⑤緊急時等の安全対策について【様式３の５】 

    ⅰ）防犯、防災、緊急時の対応 

ⅱ）施設の管理上の安全対策 

⑥自主事業に対する基本的な考え方について【様式３の６】 

ⅰ）具体的な方法及び内容 

⑦管理運営業務の一部を委託する場合について【様式３の７】 

ⅰ）委託先（名称、所在地） 

ⅱ）委託業務の内容 

ⅲ）委託する理由 

   ⑧地域や関係団体等との連携に関すること【様式３の８】 

ⅰ）具体的な方法及び内容 

⑨管理運営業務の収支計画（指定期間に属する各年度）【様式３の９】 
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ⅰ）収支見込みについて 

ⅱ）収支計画書【様式４】 

（４）申請の日の属する事業年度の直近３カ年の決算報告書 

（５）現事業年度若しくは翌事業年度の収支予算書及び事業計画書又はこれらに相当する書類 

（６）定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本 

（７）事業報告書又はこれらに相当する書類 

（８）役員の住所及び生年月日を記載した名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれ

らに相当する書類 

（９）類似の事業(直営又は委託業務等)の活動実績に関する書類 

（１０）その他（添付資料） 

①法人の登記事項証明書 
  
※詳細に関する資料の添付を可とする。ただし、簡潔にまとめること。 

※書類は原則Ａ４サイズとする。 

※書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本標準時及び計量法（平成４年法

律第５１号）に定める単位に限る。 

※（９）類似の類似の事業(直営又は委託業務等)の活動実績に関する書類に関しては実績がなければ提

出不要 

 

１３．指定申請書の提出方法等 

（１）申請書の提出先 

〒９１９－１１４１ 

 福井県三方郡美浜町郷市１１－８－７ 

美浜町観光誘客課 

  ＴＥＬ ０７７０－３２－６７０５（直通） 

   ＦＡＸ ０７７０－３２－６７４０ 

E-mail  kanko@town.fukui-mihama.lg.jp 

（２）提出方法 

郵送又は持参 

※郵送の場合は、最終日までに必着とする。 

（３）提出部数 

１０部（正本１部 ＋ 副本９部） 

（４）提出期間 

令和８年１１月２日（月） ９：００から  

令和８年１１月６日（金） １７：００まで（祝日を除く。） 

（５）申請書の取扱い 

申請書として提出された書類一式についての著作権は申請者に帰属するが、その公表や出版等に関

しては美浜町がその権利を保有する。又、申請書として提出された書類一式については一切返却しな

い。 

（６）その他 

  左上端１箇所をホッチキス止めとする（表紙、背表紙付きのブッキング等の装丁は不要）。 
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１４．申請にあたっての留意事項 

（１）申請に関する費用 

申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とする。 

（２）複数の申請 

応募１法人等について、提案は１案とし、複数の提案はできない。 

（３）その他 

  応募後に辞退する場合は、理由を付した書面【様式５】によりその旨を届け出ること。 

 

１５．申請書作成に関する質疑の提出方法等 

（１）質疑の提出方法 

①質疑内容は、電子メール又はＦＡＸにて提出する。【様式６】 

②質疑は、郵便、電話等では受付けない（個別の対応は行わない）。 

（２）質疑の提出先 

  申請書の提出先と同じ。 

（３）質疑の受付期間 

令和８年１０月１日（木）～令和８年１０月７日（水） 

（４）質疑の回答日 

令和８年１０月１５日（木） 

（５）現地見学 

   現地（外観）の確認は自由とするが、施設内部を確認したい場合は、申し出ることとする。 

   希望者の日程を調整して実施する場合もある。 

 

１６．日程 

（１）募集要項等の配布 

令和８年１０月１日（木）～令和８年１０月３０日（金） 

（２）質疑受付期間 

令和８年１０月１日（木）～令和８年１０月７日（水） 

（３）質疑回答日 

令和８年１０月１５日（木） 

（４）指定管理者公募の公告 

令和８年１０月１日（木） 

（５）申請受付期間 

令和８年１１月２日（月）～令和８年１１月６日（金） 

（６）指定管理者選定審議会（提案内容の説明・質疑応答） 

令和８年１１月中旬 

（７）指定管理者候補者の決定通知 

選定の結果については、申請者全員に文書で通知し公表する。なお、選定結果については、行政不

服審査法（平成２６年法律第６８号）に基づく異議申立て又は行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１

３９号）に基づく訴えの提起をすることができない。 

（８）指定管理者の決定 
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美浜町議会での議決を経て、指定管理者が決定する。 

 

１７．選定審査方法 

指定管理者選定審議会（以下「選定審議会」という。）において、申請資格を有する申請者の中か

ら、選定基準に照らして管理運営業務に最も適切な者を指定管理者候補者として選定する。なお、審

査の結果、適当な候補者がない場合は、選定を見送ることもある。 

最終的な指定管理者の決定は、町議会での議決を経て、指定管理者の指定を行うこととなる。 

 

１８．選定審査基準 

選定にあたっては審査項目や審査の視点を定め、施設の設置目的をより効果的かつ効率的に達成で

きるよう、以下の基準に基づいて行う。 

審査項目 審査の視点 評価 加重値 配点 備考 

指定管理者と

しての適性 

 

法人等の概要 

 

・法人等としての実績や資本等を有し

ているか。 

５ １ ５ 様 式 3

の 1 

・専門的な知識を有する経験者、又は

資格保有者は、実績を備えているか。 

５ １ ５ 

・同種・類似施設の良好な管理運営実

績（施設の収支状況や集客の程度）が

あり、今後もその実績を活かすことが

できるか。 

５ ２ １０ 

応募動機 

 

・応募動機が明確に示され、管理運営

を行う意欲や熱意を十分に持ってい

るか。 

５ ３ １５ 様 式 3

の 2 

施設の管理運

営に対する基

本的な考え方 

施設の管理運

営計画 

 

 

 

 

 

・施設の目的、管理運営の方針等を的

確に理解し、基本的な方針が立てられ

ているか。 

５ １ ５ 様 式 3

の 3 

・清掃や警備、設備の保守点検等を含

めた施設の維持管理業務についての

基本的な考え方は適正か。 

・施設の管理体制が明確に示されてお

り、人員体制や配置は妥当か。 

５ ２ １０ 

・コスト縮減の取組が具体的に計画さ

れているか。 

５ １ ５ 

サービスの提

供 

・サービスの向上、利用者の増加を図

るための、具体的な方策が示されてい

るか。（来訪者対応、運営方法の工夫、

広報、イベント開催、観光コンテンツ

の造成等） 

５ ３ １５ 様 式 3

の 4 
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・施設の魅力を高めるための効果的な

事業が計画されているか。 

５ ４ ２０ 

緊急時等の安

全対策 

・緊急時に速やかに現場に急行し、本

町及び関係機関へ通報・連絡を行える

ための体制が提案されているか。 

・防犯、防災対策や非常災害時の危機

管理体制などが十分考えられている

か。 

５ １ ５ 様 式 3

の 5 

自主事業 ・施設の目的に即した事業で、サービ

ス向上、収支改善等につながる具体的

な方法や内容が示され、効果が見込め

る取組みであるか。 

５ ３ １５ 様 式 3

の 6 

地域振興・地域

との連携のた

めの取り組み 

管理運営業務

の再委託 

・再委託先に町内の業者の活用を予定

しているか。 

５ １ ５ 様 式 3

の 7 

地域や関係団

体等との連携 

・地域資源を活用した地域産業の振興

や利用者の健康増進について、地域や

関係団体等と連携する具体的な方法

や内容が提案されているか。 

５ ３ １５ 様 式 3

の 8 

・地域資源を活用した独自の商品開発

や観光交流コンテンツなど集客力が

期待できる魅力的な提案がされてい

るか。また、その実現性はあるか。 

５ ４ ２０ 

収支計画等の

考え方 

管理運営業務

の収支計画 

・売上・経費等の妥当性を示す積算根

拠が明確にされており、事業収入の増

大、支出縮減など事業的に成長が見込

まれた収支計画となっているか。 

５ ５ ２５ 様 式 3

の 9、様

式 4 

指定管理料 ・指定管理料の提案が適正かつ効果的

であるか。 

・町の財政負担の軽減が考えられてい

るか。 

５ ５ ２５ 様 式 3

の 9、様

式 4 

合計   ２００  
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※採点方法 

①各委員が、各審査項目について、次の表に示す評価点の付与の考え方に基づき、１～５の５段階評

価を行い、それに応じて計算された得点の合計を算出し、評価点とする。 

②各委員が評価、採点を行い、選定審議会委員の評価点を合計した平均得点が最も高く且つ６割以上

を満たした申請者を指定管理者候補者に決定する。 

③申請者が１者であっても審査を実施し、平均得点（合計２００点満点）の６割以上を満たしている

場合は指定管理者候補者として決定する。 

【採点基準】 

評価水準 評価 得点 

特に優れている ５ ５×加重値 

優れている ４ ４×加重値 

普通 ３ ３×加重値 

少し劣っている ２ ２×加重値 

劣っている １ １×加重値 

 

１９．審査及び発表 

（１）選定審議会の構成 

７名以内の委員により組織し、選定に係る審議を行う。 

（２）選定審議会の開催 

令和８年１１月中旬に選定審議会を開催し、申請の内容に関するヒアリング等を実施する。詳 

細については、当該者に別途連絡する。 

（３）失格 

①申請書に、虚偽の記載をした場合 

②当募集要項の内容に違反した場合 

（４）再度の選定 

  指定管理者候補者が選定されるまでに、その法人等を指定管理者候補者とすることが著しく不適当

と認められる事情が生じたときは、審査において次点となったものから順に指定管理者候補者を選定

できることとする。 

（５）審査結果 

所定の手続きが終了次第審査結果及び決定を通知する。 

 

２０．協定書の締結 

指定管理者決定後において、美浜町長と指定管理者とは、本事業を円滑に実施するにあたり必要な

基本的事項を定めた協定書を締結するものとする。 

 

２１．資料 

（１）美浜町健康楽膳拠点施設「こるぱ」指定管理者業務仕様書 

（２）美浜町健康楽膳拠点施設の設置及び管理に関する条例 

（３）美浜町健康楽膳拠点施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

（４）美浜町健康楽膳拠点施設の管理に関する基本協定書（案） 
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２２．その他 

（１）申請の撤回・申請書類の修正はできない（美浜町が補正等を指示した場合を除く。）。 

（２）申請書類に虚偽の記載があった場合又は関係法令（条例、規則等を含む。）の規定に違反してい

る場合は、失格とする。 

（３）申請者が本件の応募に関し、委員その他本件選定手続の関係職員に対して個人的に接触すること

を禁じる。接触の事実が認められた場合は、失格とする場合がある。 

（４）美浜町が指定管理者の選定に当たり必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合がある。 

（５）申請書類は、理由の如何にかかわらず返却しない。 

（６）申請書類の著作権は申請者に帰属するが、美浜町が指定管理者の選定の公表等に必要な場合には、

美浜町は申請書類の著作権を無償で使用できることとする。 

（７）申請書類は、美浜町情報公開条例に定めるところにより、公開される場合がある。 

（８）指定管理者の役員について暴力的不法行為を行う恐れがある者でないか照会を行う場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 


